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○内航貨物船の被災状況 

【内航貨物船】 
船舶１５隻（全壊4隻、部分損壊１１隻）が被災

タンカー、一般貨物船、プッシャーバージなどが、北海
道から九州まで広範囲にわたり被災

鳳洋海運㈱ 鳳運丸 乗り上げた台船の撤去鳳洋海運㈱ 鳳運丸 乗り上げた台船の撤去
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○内航海運業界の取り組み及び航路の復旧状況 

被災地への支援のため 地元の要請に応じ 苫小牧被災地への支援のため、地元の要請に応じ

た緊急物資の輸送や船舶の派遣を実施。 
 ・内航総連を通じて、輸送要請があった場

合に対応できる船舶を準備し、体制の整

備を行った（内航船社9社：RORO船10隻 東北太平洋側に航路を有する

苫小牧
栗林商船㈱及び㈱フジトラン
ス・コーポレーションが一定の
要件のもとで被災地の港湾
への無償輸送を申し出。 

備を行った（内航船社9社：RORO船10隻、

コンテナ船4～5隻、砂利運搬船3隻） 
 ・RORO船等各社が救援物資の荷役機器等

を積載し、順次入港 
 ・一定の要件のもとで被災地の港湾への

RORO船社各社が、救援物資の荷
役機器等を積載し順次入港 
 

・栗林商船㈱RORO船 
 ３月２３日仙台塩釜港 
 

・㈱フジトランス・コーポレーション 
自動車専用船

八戸 

定 要件 も 被災地 港湾

無償輸送の申し出を行った事業者あり 
 ・ RORO船について、常陸那珂～苫小牧航

路、名古屋～仙台～苫小牧航路、常陸那

珂～北九州航路が再開 

自動車専用船
 ３月２３日八戸港、２９日仙台塩釜

港 
 

・日本通運㈱RORO兼コンテナ船 
 ３月２９日仙台塩釜港 

仙台

【定期航路】 
・ＲＯＲＯ船航路の再開 
 
○川崎近海汽船㈱・近海郵船物流㈱ 

【出荷量に応じ随時運航】 

プリンス海運㈱（ＲＯＲＯ船) 

川崎 ～ （八戸） ～ 苫小牧
【定期航路】 

石巻 

○川崎近海汽船㈱ 近海郵船物流㈱
 常陸那珂 ～ 苫小牧 
・4月6日より隔日運航で再開、4月12
日より毎日運航 

 
○㈱フジトランス・コーポレーション 
 名古屋 ～ 仙台 ～ 苫小牧 

川崎  （八戸）  苫小牧

（八戸：出荷量に応じ随時運航） 

日本海運㈱（ＲＯＲＯ兼コンテナ船） 
苫小牧 ～ 釧路 ～ （石巻） ～ 大阪 ～ 玉島 ～ 高松 

・コンテナ船の再開
 
○井本商運㈱・ナラサキスタックス㈱ 
  （週１便） 
  京浜 ～ 苫小牧 ～ 八戸 

月 水 金
・4月8日より隔日運航で再開 
 
○川崎近海汽船㈱ 
 常陸那珂 ～ 北九州 
・5月18日より運航再開 

常陸那珂 

川崎近海汽船㈱・栗林商船㈱（ＲＯＲＯ船） 
（共同運航） 

（石巻：出荷量に応じ随時運航） 
 月      水      金

東京 
川崎 

名古屋 苫小牧 ～ 釧路  ～（仙台）～ 東京 ～ 大阪 ～ 名古屋 

（仙台：出荷量に応じ随時運航） 
ＲＯＲＯ船航路の再開 

コンテナ船の再開 
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○燃料輸送（日本海側ルート→太平洋側ルートへの展開） 

震災直後から、タンカーによる燃料油等の日本海側港湾への輸送を実施。

青森 

震災直後から、タンカ による燃料油等の日本海側港湾 の輸送を実施。
太平洋側についても、港湾の啓開作業に合わせて、3月21日仙台塩釜港への入港を初め、順次入港。 

日本海側ルート：震災直後から 

タンカーによる燃料油等の太平
洋側港湾への輸送

秋田 

八戸  太平洋側ルート：港湾の啓開に
合わせて順次 

発災直後から、タンカー
による燃料油等の日本海
側港湾への輸送 

洋側港湾への輸送
港湾の啓開作業に合わせて、 
3月21日仙台塩釜港、 
3月23日八戸港、 

酒田 

 
港湾からは、タンクロー
リー（20kl/台）による陸送 
 

3月25日鹿島港、
3月29日日立港、小名浜港 
へ順次入港。 

新潟 仙台

のべ586隻 
燃料油約210万8千kl 
原油6万4千kl 
ＬＰＧ等約2万5千㌧

のべ778隻 
燃料油約218万1千kl 
原油3万7千kl 
プ パ 等約

新潟

小名浜

ＬＰＧ等約2万5千㌧ 
 

（平成23年7月1日現在） 

プロパン等約8千6百㌧
 

（平成23年7月1日現在） 

小名浜

日立 
※タンカーの大きさ 
 2,000klタンカー 
 3,000klタンカー 

鹿島 
 5,000klタンカー 
（参考）タンクローリーは

20klが主流 
３ 



○家畜用飼料輸送への対応 

・ 東北地区では月産約33万トンの飼料を生産していたことから、被害を受けて著しい不足が発生。

北海道

*以下の数量は推定出荷数量 

（単位：トン／月） 

 東北地区では月産約33万トンの飼料を生産していたことから、被害を受けて著しい不足が発生。
・ 全国から東北地域へ飼料を緊急輸送するため、内航海運業界が最大限の協力体制を構築。 
・ 海上輸送量が19万トンを超えることが見込まれたため、内航船、外航船で協力して輸送を実施。 

北海道
(苫小牧、釧路、等) 

青森 ×
○ 

H21年度 
東北地区総合計 

331,000 ﾄﾝ

八戸 

釜石 

青森 × 
×○

八戸地区 155,000 ﾄﾝ

釜石地区 30,000 ﾄﾝ

秋田 

仙台 

石巻 

新潟

酒田 

× 
× 

○
○

石巻地区 96,000 ﾄﾝ

新潟

九 州 等 
(志布志、谷山 等) 

陸

×○ 原発事故 
による 

航行注意区域 

仙台・塩釜地区 50,000 ﾄﾝ

千葉 
鹿島 

陸
送 

○

地震・津波による被害状況 

  
港・サイロ・工場： 
被害甚大、復旧見通し立たず 

  ×
清水 

中京 神戸 

○ ○ 
○   港： 復旧見通し立たず 

  サイロ： 被害甚大 
  工場：  一部稼動、試運転 
  

被害なし   
  

×

○ 
△ 
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○平成23年度第一次補正予算（5月2日成立） 

○主な震災対応海運税制

国税

○主な震災対応海運税制

○喪失もしくは毀損した船舶に代替する船舶を 
 ・震災直後～震災３年後に取得する場合 30/100（中小企業等36/100） 
 ・震災４年後～１０年後に取得する場合  20/100（中小企業等24/100）
  の特別償却 
○買換特例に係る買換資産の取得期限の延長長
○喪失もしくは毀損した資産（船舶）等の代替資産を取得した場合の登録免  
 許税の軽減 

地方税 

○船舶を含む被災資産に対する固定資産税の免除、減免  

税

５ 



○震災向け中小企業支援（復興特別貸付）の概要 

６ 



○震災向け中小企業支援（復興緊急保証）の概要 

７ 



《参考》東北４県の造船所の状況 

被害状況 
沿岸部に立地する東北地区（青森、岩手、宮城、福島県）の全37造船所の建屋、 
クレ ン及び船台などの施設が 壊滅的被害  クレーン及び船台などの施設が、壊滅的被害。
舶用機器メーカー、エンジン整備事業者、電気工事事業者等、関連事業者も、多数被災。 
当該地区造船所の従業員数は、協力工を含め合計2,112人。 
平成22年の新造船建造高は約582億円 修繕高は約47億円（報告22事業所分合計）平成22年の新造船建造高は約582億円、修繕高は約47億円（報告22事業所分合計）。 

㈱ヤマニシ（石巻市）：
木戸浦造船㈱（気仙沼市）： 
船台のレールが曲がり 引揚ができ

全面にわたって地盤沈下。建屋の１階部分が損壊しており、受電
設備等は全壊。施設内に建造中のブロックが散乱。 

船台のレールが曲がり、引揚ができ
ない状況。建屋の１階部分は損壊し
ており、受電設備等は全壊。左の船
は、隣の吉田造船鐵工所から流出。 ８ 



《参考》被災造船所一覧 
県 市 造船所 

従業員数※

（人） 
舶用メーカー

等 

被災造船所被害額 合計青
森
県 

八戸市 

北日本造船㈱ 817 
24社 

うち20社被災 
八戸港造船㈱ 7 

㈱カネチョウ清水造船所 14 
角清造船㈱ 22 

宮古市
宮古湾漁業協同組合連合 6 

中屋造船㈱ 11

○被災造船所被害額（合計）
約270億円 

【八戸市】 

青森県 岩
手
県

宮古市

25社 
うち19社被災 

中屋造船㈱ 11
(有）北村造船所 5 

釜石市 （有）釜石造船所 16 

大槌町 
(有）岩手造船所 14 

㈱小鯖船舶工業大槌町工場 25 

㈲大船渡ドック 18 

      【宮古市】  
 
              【大槌町】  
 

【釜石市】

県 

大船渡市 
㈲須賀ケミカル産業 35 

浅野造船所 2 
志田造船所 2 
㈲弘伸化工 6 

陸前高田市 中野造船所 2 

㈱吉田造船鉄工所 21
岩手県             【釜石市】 

 
             【大船渡市】 

気仙沼市 

㈱吉田造船鉄工所 21
木戸浦造船㈱ 50 

㈱小鯖造船鉄工所 11 
㈱澤田造船所 6 
㈱ケーヤード 19 
大市造船㈱ 6 

【気仙沼市】 
宮城県 

【南三陸町】 

宮
城
県 

78社 
うち64社被災 

宮城県造船鉄工㈱ 13

南三陸町 
㈲大勝造船 11 

㈲志津川造船鉄工所 11 

石巻市 

㈱ヤマニシ 597 
㈱鈴木造船所 18 
佐藤造船所 3

福島県 

【石巻市】 

       【塩釜市】 
【相馬市】 

佐藤造船所 3
㈱海洋技研 20 

塩竈市 

東北ドック鉄工㈱ 179 
宮城造船鉄工㈱ 6 

伸宏造船 14 
東北重機工事㈱ 59 

相馬市 松川造船㈱ 20

【いわき市】 
福
島
県 

相馬市 松川造船㈱ 20
23社 

うち12社被災 いわき市 
小名浜造船㈱ 32 

相浦造船鉄工所 5 
㈲及川造船所 9 

従業員数合計 2112 2235 

※ 協力工含む
９ 



○ 東北4県の被災造船所37社の現状と支援策は以下の通り。 

《参考》東北4県の被災造船施設の復旧・復興支援について 

被災造船所の現状 支援策 

既存施設の改修によ
り、概ね半年以内の復
旧を目指している

（１）当面の復旧作業支援 
① 復旧用資金、資機材の調達 

日本政策金融公庫による低利融資及び「東日本大震災復興緊急保証 （無担旧を目指している。 
24社（16社が一部事
業再開：6月23日現在） 

   ・ 日本政策金融公庫による低利融資及び「東日本大震災復興緊急保証」（無担
保８０００万円、有担保２億円）による債務保証制度の紹介等により資金調達を
支援。 

   ・ 早急に必要となる船台用レールや浚渫用作業船の調達を仲介。 
木戸浦造船㈱

② 地域に集積する造船関連産業グループでの復旧支援 
   ・ 地域における漁船建造・修繕機能を回復するため、中小企業庁の「中小企業等

復旧・復興支援補助」制度（国1/2、県1/4補助）の活用を模索。造船所、異業種
間の連携による事業者のグルーピングと復旧・復興計画のプランニングを支援。

木戸浦造船㈱ 

間の連携による事業者のグル ピングと復旧 復興計画のプラン ングを支援。 

抜本的な施設整備を
必要としている。 
10社 

（１）当面の復旧作業支援（同上） 
 
（２）中長期的な復旧・復興支援 

① が ① 船台やクレーンなど大型施設の整備のため長期・大規模資金が必要。
   ・ 個別に金融機関との協議等を支援。 
 ② 本格的復興に向けて、更なる支援措置を検討。 
 ③ 事業所の移転（漁港内の遊休斜路の再利用）を希望する事業者に対しては、水

㈱ヤマニシ 

③ 事業所の移転（漁港内の遊休斜路の再利用）を希望する事業者に対しては、水
産庁との連携で円滑な移転を支援。 

後継者不在のため廃
業等を検討中。 
3社

－ 
3社 
【その他の支援策】 ○ 造船関連業労働者の広域マッチングについて、厚生労働省と連携して受入れ先を開拓。 

○ 舟艇メーカーが、日本財団の支援を受けて、簡易な修理で再生が可能な小型ＦＲＰ漁船を修理。 
○阪神淡路大震災時に実施された各種税制特例措置（法人税等）を今回も実施。 １０ 


